
平成３０年３月２２日

1 宇治市における公営住宅の環境整備(防災・安全）

宇治市

・公営住宅等の居住者が安心して居住できるよう、安全性確保のための対策を推進・実施する。

既設ＥＶの防災対策改修等による安全性確保と共に既存不適格状態の解消ための改善・整備を、長寿命化計画に基づいて実施する。

　

既存不適格状態の既設エレベーターの改修・整備の割合

既存不適格状態の既存エレベーターの改修・整備を図る。

　既設エレベーターの内、改修・整備を終えた割合＝既存エレベーターの改善・整備済台数／エレベーターの全体台数

　　

　　

Ａ　基幹事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

1-A1-1 住宅 一般 宇治市 直接 市 －－－－ 4.7

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

合計 4.7

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

合計 0.0

番号 備考

1-C1-1

1-C1-2

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）

備考

備考

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名


全体事業費
（百万円）

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名

.

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業）

　

　

既存エレベーターの改修（黄檗１・２棟）

　

　

交付対象事業

4.7 百万円 Ｂ 0.0

番号

Ｃ 0.0%

事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容・規模等 全体事業費
（百万円）

0.0 百万円

備考

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
4.7 百万円 Ａ

効果促進事業費の割合

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

（Ｈ２６当初）

中間目標値

百万円

0.0%

最終目標値

（Ｈ２９末）

備考
当初現況値

（Ｈ２８末）

計画の名称

計画の期間 　　　　　　平成２６年度　～　平成２９年度　（４年間） 交付対象

計画の目標

社会資本総合整備計画（地域住宅支援） ※社会資本整備総合交付金交付要綱（国官会第2317号）第８「社会資本総合整備計画」

地域住
宅計画
に基づ
く事業

20.0%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

　　

20.0%

　


